
企業実務　2022． 11 72

が
減
る
こ
と
で
、
よ
り
充
実
し
た
内

容
の
株
主
総
会
参
考
書
類
等
の
作
成

が
容
易
に
な
る
点

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

現
状
、
上
場
会
社
の
定
時
株
主
総
会

の
開
催
は
６
月
下
旬
に
特
に
集
中
し
て

い
ま
す
。
多
く
の
銘
柄
に
投
資
し
て
い

る
機
関
投
資
家
は
、
膨
大
な
数
の
議
案

を
短
期
間
で
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
議
案
を
検
討
す

る
時
間
を
十
分
に
確
保
で
き
て
い
な
い

と
い
う
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
き
ま
し

た
。
そ
の
た
め
、
特
に
①
の
点
は
上
場

会
社
に
お
い
て
は
非
常
に
大
き
い
メ
リ

ッ
ト
と
い
え
ま
す
。

　

他
方
、
非
上
場
会
社
で
あ
る
中
小
企

業
に
お
い
て
は
、
多
く
の
銘
柄
に
投
資

し
て
い
る
機
関
投
資
家
が
株
主
と
な
っ

て
い
る
こ
と
は
少
な
く
、
そ
の
場
合
は

株
主
が
議
案
を
検
討
す
る
た
め
の
時
間

が
足
り
な
い
と
い
う
問
題
は
顕
在
化
し

て
い
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、
①
の

メ
リ
ッ
ト
は
上
場
会
社
に
比
べ
る
と
さ

ほ
ど
大
き
く
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
中
小
企
業
は
株
主
の
数
も
限

定
的
な
場
合
が
多
い
た
め
、
②
の
印

刷
・
封
入
・
郵
送
コ
ス
ト
の
削
減
と
い

う
面
で
も
、
上
場
会
社
の
場
合
と
比
べ

る
と
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
と
は
い
え
な
い

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

も
っ
と
も
、
そ
れ
で
も
一
定
の
コ
ス

株
主
総
会
資
料
の

電
子
提
供
制
度
の
概
要

　

２
０
１
９
年
12
月
11
日
に
公
布
さ
れ

た
「
会
社
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」（
令
和
元
年
法
律
第
70
号
）
に
よ

っ
て
、「
株
主
総
会
資
料
の
電
子
提
供

制
度
」（
以
下
「
電
子
提
供
制
度
」
と

い
い
ま
す
）
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

同
制
度
に
関
す
る
改
正
部
分
は
、
２

株主総会の資料をウェブサイトに掲載し、株主に提供す
る制度が創設されました。上場企業では強制適用ですが、
中小企業でも利用可能なこの制度について、解説します。
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０
２
２
年
９
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

電
子
提
供
制
度
と
は
、
株
主
の
個
別

の
承
諾
を
得
な
く
と
も
、
株
主
総
会
参

考
書
類
、
議
決
権
行
使
書
面
、
事
業
報

告
お
よ
び
（
連
結
）
計
算
書
類
（
以
下

「
株
主
総
会
参
考
書
類
等
」と
い
い
ま
す
）

を
自
社
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
に
掲
載
す
る
方
法
（
電
子
提
供

措
置
）
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
書
類
を
適

法
に
株
主
に
提
供
し
た
も
の
と
す
る

（
す
な
わ
ち
、
株
主
に
交
付
す
る
こ
と

を
不
要
と
す
る
）制
度
を
い
い
ま
す（
会

社
法
３
２
５
条
の
２
以
下
）。
概
要
は

図
表
１
の
と
お
り
で
す
。

電
子
提
供
制
度
を
採
用
で
き
る

会
社
と
そ
の
手
続
き

⑴
　
電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
こ

と
が
で
き
る
会
社

　

電
子
提
供
制
度
は
、
株
式
会
社
で
あ

れ
ば
そ
の
機
関
設
計
（
会
社
法
に
定
め

ら
れ
た
「
機
関
」
を
、
ど
の
よ
う
に
設

置
す
る
か
の
組
合
わ
せ
）
に
か
か
わ
ら

ず
採
用
可
能
で
あ
り
、
上
場
会
社
の
み

な
ら
ず
、
非
上
場
会
社
や
取
締
役
会
を

設
置
し
て
い
な
い
中
小
企
業
な
ど
で
あ

っ
て
も
採
用
可
能
で
す
。

　

電
子
提
供
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
の

メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、

❶
株
主
総
会
資
料
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

経
由
で
提
供
す
る
こ
と
で
、
い
ま
ま

で
か
か
っ
て
い
た
印
刷
・
封
入
・
郵

送
の
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き

る
た
め
、
そ
の
分
、
早
期
に
株
主
に

対
し
て
情
報
提
供
が
可
能
と
な
り
、

株
主
に
よ
る
議
案
の
検
討
期
間
が
よ

り
長
く
確
保
で
き
る
点

❷
印
刷
・
封
入
・
郵
送
コ
ス
ト
が
削
減

で
き
る
点

❸
ペ
ー
ジ
数
や
構
成
、
予
算
等
の
制
約

「「株主総会資株主総会資料料のの
電子提供制度」

中小企業でも利用可能な

とはとは
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社
の
規
模
・
リ
ソ
ー
ス
・
状
況
等
を
踏

ま
え
、
電
子
提
供
制
度
の
採
用
に
よ
り

得
ら
れ
る
メ
リ
ッ
ト
と
、
生
じ
得
る
コ

ス
ト
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
て
判
断
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵�

　
電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
た

め
の
手
続
き

　

電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
た
め
の

手
続
き
と
し
て
、「
電
子
提
供
措
置
を

と
る
」
旨
の
定
款
の
定
め
が
必
要
と
な

り
ま
す
（
会
社
法
３
２
５
条
の
２
）。

　

具
体
的
に
は
、「
当
会
社
は
、
株
主

総
会
の
招
集
に
際
し
、
株
主
総
会
参
考

書
類
等
の
内
容
で
あ
る
情
報
に
つ
い

て
、
電
子
提
供
措
置
を
と
る
も
の
と
す

る
」（
全
国
株
懇
連
合
会
に
よ
る
定
款

モ
デ
ル
）
な
ど
と
い
っ
た
定
め
を
設
け

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

電
子
提
供
制
度
は
、
特
に
上
場
会
社

の
株
主
に
と
っ
て
の
必
要
性
か
ら
創
設

さ
れ
た
制
度
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
上
場

会
社
は
当
該
定
款
の
定
め
を
設
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
（
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る

法
律
（
以
下
「
振
替
法
」
と
い
い
ま
す
）

１
５
９
条
の
２
第
１
項
）、
非
上
場
会

社
に
お
い
て
は
、
当
該
定
款
の
定
め
を

設
け
る
か
否
か
は
各
社
の
任
意
の
判
断

に
よ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
定
め
は
登
記
事
項
で
す

の
で
（
会
社
法
９
１
１
条
３
項
12
号
の

２
）、
電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
会

社
に
お
い
て
は
、
定
款
変
更
の
手
続
き

と
登
記
手
続
き
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

し
か
し
こ
の
点
に
お
い
て
、
上
場
会

社
で
は
、
電
子
提
供
制
度
の
採
用
が
義

務
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
の
関
係
で
、
全

社
に
定
款
変
更
の
手
続
き
を
義
務
付
け

る
こ
と
と
す
る
と
会
社
側
の
負
担
が
大

き
い
た
め
、
電
子
提
供
制
度
に
係
る
改

正
会
社
法
の
施
行
日
（
２
０
２
２
年
９

月
１
日
）
に
電
子
提
供
措
置
を
と
る
旨

の
定
款
の
定
め
を
設
け
た
と
み
な
す
経

過
措
置
が
適
用
さ
れ
ま
す
（
会
社
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う

関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律

（
令
和
元
年
法
律
第
71
号
。
以
下
「
整

備
法
」
と
い
い
ま
す
）
10
条
２
項
）。

　

一
方
、
非
上
場
会
社
に
つ
い
て
は
、

か
か
る
経
過
措
置
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん

の
で
、
株
主
総
会
の
特
別
決
議
に
よ
り

定
款
変
更
を
行
な
う
こ
と
が
必
須
と
な

る
点
に
は
留
意
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
登
記
手
続
き
に
関
し
て
も
、

施
行
日
時
点
の
上
場
会
社
に
対
し
て
は

電
子
提
供
措
置
を
と
る
旨
の
定
款
の
定

め
の
変
更
登
記
に
つ
い
て
、
施
行
日
か

ら
６
か
月
以
内
と
す
る
経
過
措
置
が
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
が
（
整
備
法
10
条
４

項
、
５
項
）、
非
上
場
会
社
に
つ
い
て

は
か
か
る
経
過
措
置
の
適
用
は
な
い
た

め
、
原
則
ど
お
り
、
定
款
変
更
の
効
力

発
生
日
か
ら
２
週
間
以
内
に
変
更
登
記

を
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に

な
り
ま
す
。

電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る

場
合
の
具
体
的
な
手
続
き

　

電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
会
社
に

お
い
て
は
、

ト
削
減
は
可
能
に
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い

と
思
わ
れ
ま
す
し
、
③
の
メ
リ
ッ
ト
は

非
上
場
会
社
に
お
い
て
も
同
様
に
享
受

で
き
る
も
の
と
い
え
ま
す
。

　

電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
場
合
に

は
、
従
前
の
株
主
総
会
実
務
と
は
異
な

る
運
用
と
な
る
こ
と
に
よ
る
事
務
負
担

も
生
じ
ま
す
。
中
小
企
業
に
お
い
て
同

制
度
の
採
用
を
検
討
す
る
際
に
は
、
各

電子提供制度の概要図表１

法務省パンフレット「会社法が改正されます」より

ウェブサイトにアク
セスして内容を閲覧

株主総会の日の３週間
前までに情報を掲載

株主総会の日の２週間前までに、株主総会の招
集通知とともに、株主総会資料を書面で提供

株主総会の日の２週間前まで
に、ウェブサイトのアドレス等
を記載した招集の通知を発出

株主総会資料（株主
総会参考書類、事業
報告等）の内容等

ウェブサイト

株主
（書面交付請求をしない）

株主
（書面交付請求をする）

書面交付請求

招集の通知

招集の通知および株主総会資料

株式会社

招集の
通知

招集の
通知

株主総会
資料
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⑴
　
電
子
提
供
措
置

⑵
　
ア
ク
セ
ス
通
知
の
発
出

と
い
う
２
つ
の
手
続
き
を
履
践
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

⑴�

　
電
子
提
供
措
置
（
原
則
株
主
総

会
の
日
の
３
週
間
前
ま
で
）

　

電
子
提
供
措
置
と
は
、「
電
磁
的
方

法
に
よ
り
株
主
が
情
報
の
提
供
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
状
態
に
置
く
措
置
で

あ
っ
て
法
務
省
令
で
定
め
る
も
の
」（
会

社
法
３
２
５
条
の
２
柱
書
括
弧
書
）
と

定
義
さ
れ
ま
す
。

　

要
は
、
会
社
が
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

上
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
株
主
総
会
参
考

書
類
等
の
内
容
を
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
（
掲

載
）
し
、
株
主
が
閲
覧
す
る
こ
と
が
で

き
る
状
態
に
す
る
こ
と
を
い
い
ま
す

（
会
社
法
施
行
規
則
95
条
の
２
）。

　

電
子
提
供
措
置
は
、
株
主
総
会
の
日

の
３
週
間
前
ま
た
は
招
集
通
知
の
発
出

日
の
い
ず
れ
か
早
い
日
か
ら
開
始
し
、

株
主
総
会
の
日
後
３
か
月
を
経
過
す
る

日
ま
で
継
続
し
て
行
な
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
会
社

法
３
２
５
条
の
３
第
１
項
）。

　

こ
こ
で
留
意
す
べ
き
は
、
電
子
提
供

制
度
を
採
用
し
て
い
る
会
社
（
利
用
が

強
制
さ
れ
る
上
場
会
社
を
含
み
ま
す
）

は
、
原
則
と
し
て
必
ず
株
主
総
会
資
料

に
つ
い
て
電
子
提
供
措
置
を
と
ら
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
点
で
す
。

　

し
た
が
っ
て
、「
電
子
提
供
措
置
を

と
る
」
旨
の
定
款
の
定
め
を
設
け
て
電

子
提
供
制
度
を
採
用
し
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
電
子
提
供
措
置
を
と
ら
ず
に
従

前
ど
お
り
書
面
で
株
主
総
会
資
料
を
提

供
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

電
子
提
供
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
事
項
（
電
子
提
供
措
置
事
項
）

は
、
図
表
２
の
と
お
り
で
す
（
会
社
法

３
２
５
条
の
３
第
１
項
）。

⑵�

　
ア
ク
セ
ス
通
知
の
発
出
（
株
主

総
会
の
日
の
２
週
間
前
ま
で
）

　

電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
会
社

は
、
電
子
提
供
措
置
を
と
る
と
と
も

に
、「
ア
ク
セ
ス
通
知
」
と
呼
ば
れ
る

最
低
限
の
事
項
（
株
主
総
会
の
日
時
・

場
所
・
議
題
、
電
子
提
供
措
置
を
と
っ

て
い
る
旨
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
ア
ド
レ

ス
等
）
が
記
載
さ
れ
た
書
面
（
狭
義
の

招
集
通
知
に
相
当
す
る
書
面
）
を
作
成

し
、
株
主
総
会
の
日
の
２
週
間
前
ま
で

に
発
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
会
社

法
３
２
５
条
の
４
）。

　

電
子
提
供
制
度
を
利
用
し
な
い
場

合
、
株
主
総
会
の
招
集
通
知
は
、
原
則

と
し
て
株
主
総
会
の
日
の
２
週
間
前
ま

で
に
発
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
非
公
開
会
社
の
場
合
に
は
、
書
面

投
票
制
度
ま
た
は
電
子
投
票
制
度
を
採

用
す
る
と
き
を
除
き
、
株
主
総
会
の
日

の
１
週
間
前
（
取
締
役
会
非
設
置
会
社

の
場
合
に
は
、
定
款
の
定
め
に
よ
り
さ

ら
に
短
縮
す
る
こ
と
が
可
能
）
ま
で
に

発
出
す
れ
ば
よ
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
（
会
社
法
２
９
９
条
１
項
）。

　

し
か
し
電
子
提
供
制
度
を
利
用
す
る

場
合
は
、
公
開
会
社
か
非
公
開
会
社
か

に
か
か
わ
ら
ず
、
前
述
の
と
お
り
、
ア

ク
セ
ス
通
知
は
株
主
総
会
の
日
の
２
週

間
前
ま
で
に
発
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す 

。

　

し
た
が
っ
て
、
中
小
企
業
に
つ
い
て

は
、
電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
場

合
、
従
前
の
株
主
総
会
と
比
べ
て
招
集

通
知
（
ア
ク
セ
ス
通
知
）
の
発
出
タ
イ

ミ
ン
グ
が
早
ま
る
た
め
、
準
備
作
業
も

前
倒
し
で
開
始
す
る
必
要
が
あ
る
点
に

は
留
意
が
必
要
で
す
。

株
主
の

書
面
交
付
請
求
権

　

電
子
提
供
制
度
は
、
電
子
提
供
措
置

を
と
る
こ
と
で
、
株
主
総
会
参
考
書
類

等
を
株
主
に
交
付
す
る
こ
と
を
不
要
と

す
る
制
度
で
す
の
で
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
株
主

電子提供措置事項図表２

❶

❷

❸

❹

❺

❻

❼

会社法298条１項各号に掲げる以下の事項

・株主総会の日時および場所
・株主総会の目的である事項があるときは、当該事項
・株主総会に出席しない株主が書面によって議決権を行
使することができることとするときは、その旨

・株主総会に出席しない株主が電磁的方法によって議決
権を行使することができることとするときは、その旨

・会社法施行規則63条各号に掲げる事項

書面による議決権行使を認める場合には、株主総会参考書
類および議決権行使書面に記載すべき事項

電磁的方法による議決権行使を認める場合には、株主総会
参考書類に記載すべき事項

会社法305条１項の規定による株主の議案要領通知請求
があった場合には、当該議案の要領

事業報告および計算書類（監査報告または会計監査報告を
含む）に記載・記録された事項（会社が取締役会設置会社
である場合において、定時株主総会を招集するとき） 

連結計算書類に記載・記録された事項（会社が会計監査人
設置会社（取締役会設置会社に限る）である場合におい
て、定時株主総会を招集するとき）

以上の事項を修正したときは、その旨および修正前の事項
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あ
り
、
ま
だ
先
例
が
蓄
積
し
て
い
な
い

状
況
で
あ
る
た
め
、
中
小
企
業
に
お
い

て
２
０
２
３
年
３
月
よ
り
前
に
電
子
提

供
措
置
を
と
る
旨
の
定
款
の
定
め
を
置

き
、
か
つ
、
株
主
総
会
を
開
催
し
よ
う

と
す
る
場
合
に
は
、
上
場
会
社
に
お
け

る
先
例
を
参
考
に
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
こ
と
も
あ
り
、
準
備
作
業
に
お
い
て

実
務
的
な
観
点
か
ら
新
た
に
検
討
が
必

要
な
事
項
が
発
見
さ
れ
る
可
能
性
は
相

応
に
あ
る
た
め
、
準
備
期
間
を
長
め
に

設
定
し
て
お
く
の
が
望
ま
し
い
と
思
わ

れ
ま
す
。

　

ま
た
、
上
場
会
社
に
適
用
さ
れ
る
経

過
措
置
の
趣
旨
は
、
株
主
の
利
益
保
護

の
た
め
最
低
で
も
３
か
月
間
の
書
面
交

付
請
求
の
機
会
を
保
障
す
る
点
に
あ
り

ま
す
。

　

非
上
場
会
社
が
施
行
日
か
ら
６
か
月

以
内
に
開
催
す
る
株
主
総
会
に
つ
い
て

電
子
提
供
制
度
を
適
用
す
る
こ
と
に
な

る
場
合
は
、
株
主
が
書
面
交
付
請
求
権

を
行
使
す
る
機
会
が
実
質
的
に
害
さ
れ

る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
、
あ
ら
か
じ
め

書
面
交
付
請
求
書
を
株
主
に
交
付
し
て

周
知
し
、
あ
る
い
は
、
書
面
交
付
請
求

を
し
て
い
な
い
株
主
も
含
め
て
全
株
主

に
対
し
て
株
主
総
会
参
考
書
類
等
を
書

面
で
提
供
す
る
こ
と
（
い
わ
ゆ
る
フ
ル

セ
ッ
ト
デ
リ
バ
リ
ー
）
を
検
討
す
る
こ

と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

へ
の
配
慮
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
株
主
は
、
会
社
に
対
し
て
直

接
に
、
ま
た
は
証
券
会
社
等
を
経
由
し

て
請
求
す
る
こ
と
に
よ
り
、
電
子
提
供

措
置
事
項
を
記
載
し
た
書
面
の
交
付
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
（
書
面
交
付
請
求
権
。
会
社
法

３
２
５
条
の
５
第
１
項
、
振
替
法
１
５

９
条
の
２
第
２
項
）。

　

請
求
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、

議
決
権
基
準
日
を
設
定
す
る
場
合
に
は

当
該
基
準
日
ま
で
と
さ
れ
て
い
る
一
方

で（
会
社
法
３
２
５
条
の
５
第
２
項
）、

議
決
権
行
使
基
準
日
を
設
定
し
な
い
場

合
に
は
招
集
通
知
の
発
出
ま
で
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

非
上
場
会
社
で
あ
る
中
小
企
業
の
よ

う
に
、
株
主
が
相
当
少
数
で
安
定
的
で

あ
る
場
合
、
議
決
権
行
使
基
準
日
の
設

定
を
行
な
わ
な
い
ケ
ー
ス
も
多
い
で
す

が
、
電
子
提
供
制
度
を
採
用
す
る
場
合

に
は
、
書
面
交
付
請
求
権
の
行
使
期
限

が
議
決
権
行
使
基
準
日
を
設
定
し
て
い

る
場
合
と
比
べ
て
後
ろ
倒
し
に
な
る
点

（
す
な
わ
ち
、
招
集
通
知
発
出
直
前
に

株
主
か
ら
書
面
交
付
請
求
が
さ
れ
た
場

合
に
も
対
応
す
る
必
要
が
生
じ
る
点
）

に
は
留
意
が
必
要
で
す
。

　

会
社
は
、
書
面
交
付
請
求
を
し
た
株

主
に
対
し
、招
集
通
知
と
セ
ッ
ト
で（
株

主
総
会
の
日
の
2
週
間
前
ま
で
に
）、

電
子
提
供
措
置
事
項
を
記
載
し
た
書
面

を
交
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
会
社

法
３
２
５
条
の
５
第
２
項
）。

　

な
お
、
電
子
提
供
措
置
事
項
の
う

ち
、
ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提
供

（
会
社
法
施
行
規
則
94
条
１
項
等
）
が

認
め
ら
れ
る
事
項
に「
ほ
ぼ
相
当
す
る
」

事
項
の
全
部
ま
た
は
一
部
に
つ
い
て
、

書
面
交
付
請
求
に
基
づ
き
交
付
す
る
書

面
に
記
載
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
旨
を

定
款
で
定
め
る
こ
と
が
可
能
で
す
（
会

社
法
３
２
５
条
の
５
第
３
項
） 

。

　

株
主
は
、
一
度
書
面
交
付
請
求
を
す

れ
ば
、
撤
回
し
な
い
限
り
、
そ
の
後
の

す
べ
て
の
株
主
総
会
に
係
る
電
子
提
供

措
置
事
項
を
記
載
し
た
書
面
の
交
付
を

請
求
し
て
い
る
も
の
と
取
り
扱
わ
れ
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
毎
年
書
面
交
付
請

求
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
よ
う
な
制
度
と
な
っ
て
い
る
関

係
で
、
書
面
交
付
請
求
を
し
て
い
る
株

主
の
数
が
累
積
的
に
増
え
て
い
く
懸
念

が
あ
る
た
め
、
会
社
法
上
、
異
議
申
述

の
手
続
き
が
用
意
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
書
面
交
付
請
求
の
日

（
ま
た
は
異
議
を
述
べ
た
日
）
か
ら
１

年
経
過
後
、
会
社
は
、
書
面
交
付
請
求

を
し
た
個
々
の
株
主
に
対
し
、
書
面
交

付
を
終
了
す
る
旨
を
通
知
し
、
か
つ
、

一
定
期
間
（
１
か
月
以
上
の
期
間
）
内

に
異
議
を
述
べ
る
べ
き
旨
を
催
告
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
（
会
社
法
３
２
５
条

の
５
第
４
項
）。

　

株
主
が
催
告
期
間
内
に
異
議
を
述
べ

な
け
れ
ば
、
当
該
株
主
が
し
た
書
面
交

付
請
求
は
、
当
該
催
告
期
間
の
経
過
時

に
失
効
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
会
社

法
３
２
５
条
の
５
第
５
項
）。

そ
の
他
中
小
企
業
で
の
採
用
に

あ
た
っ
て
留
意
す
べ
き
点

（
適
用
開
始
時
期
）

　

上
場
会
社
の
場
合
、
施
行
日
（
２
０

２
２
年
９
月
１
日
）
か
ら
６
か
月
以
内

に
開
催
さ
れ
る
株
主
総
会
に
は
電
子
提

供
制
度
を
適
用
し
な
い
こ
と
と
す
る

（
す
な
わ
ち
、
電
子
提
供
制
度
は
２
０

２
３
年
３
月
以
降
に
開
催
す
る
株
主
総

会
か
ら
適
用
さ
れ
る
）
旨
の
経
過
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
（
整
備
法
10
条

３
項
）。

　

一
方
、
非
上
場
会
社
に
つ
い
て
は
、

こ
の
よ
う
な
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て

い
な
い
た
め
、
電
子
提
供
措
置
を
と
る

旨
の
定
款
の
定
め
が
あ
る
会
社
は
、
そ

の
後
最
初
に
招
集
手
続
き
（
招
集
決
定

に
関
す
る
取
締
役
会
決
議
）
が
開
始
さ

れ
る
株
主
総
会
か
ら
電
子
提
供
制
度
が

適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
ら
れ

ま
す
。

　

電
子
提
供
制
度
は
今
般
の
会
社
法
改

正
に
よ
り
新
し
く
創
設
さ
れ
た
制
度
で

さ
か
も
と　
よ
し
た
か　
２
０
０
９
年
弁
護
士
登
録
、
２
０
１
９
年
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
弁
護
士
登
録
。
２
０
１
７
～
２
０
１
９
年
法
務
省
民

事
局
へ
出
向
、令
和
元
年
改
正
会
社
法
の
企
画
・
立
案
を
担
当
。
Ｍ
＆
Ａ
お
よ
び
会
社
法
関
連
業
務
を
中
心
に
、企
業
法
務
を
幅
広
く
手
が
け
る
。




